
○ 直ちに是正を促しても改善が図られない場合，段階的に法的措置（学校教育法第15条）

※ 実際に法的措置を実施するかどうかの判断は，文科省の裁量事項。
また，大学設置・学校法人審議会への諮問が必要（学校教育法第95条）。

※ 法務大臣は，文部科学大臣に必要な措置を要求できる。（連携法第６条第３項）

法的措置に関する検討事項（案）

改善勧告 変更命令

公的支援見直し強化策

法令違反の場合

適格認定の厳格化

○ 下記の客観的指標を活用
・ 入学者選抜における競争倍率

（目安：２倍未満）
・ 入学定員充足率（目安：５０％未満）
・ 入学者数（目安：１０名未満）
・ 司法試験合格率

（目安：全国平均の半分未満）

○ 以下の項目を重点的に評価し，
適格・不適格を総合判定
・ 「入学者の質の保証」
・ 「入学定員の適正な管理」
・ 「教育活動の実施状況及びその成果」

国による調査
（連携法第５条第５項）

（学校教育法第１５条第４項）

○ 設置基準等に照らし教育状況（認
証評価で指摘された各項目）を調査

※ 法務大臣は，文部科学大臣に必要な措置
を要求できる。（連携法第6条第3項）

不適格の判定の場合

法的措置
（学校教育法第１５条第１項～第３項）

客観的指標を活用

組織廃止命令

平成25年11月に制度を公表
平成26年度～ 審査を開始
平成27年度～ 補助金に反映

※平成27年度 最低額50％

平成28年度 最低額 0％

平成26年度中，関係省令を改正
平成27年度中 各機関で評価基準を

改正。各大学へ周知
平成28年度～ ３巡目の評価実施

【問題意識】

○ 学校教育法第15条

「文部科学大臣は，公立又は私立の大学及び高等専門学
校が，設備，授業その他の事項について，法令の規定に
違反していると認めるときは，当該学校に関し，必要な措
置をとるべきことを勧告することができる。」

→ 厳格な認証評価で不適格の判定が出ても，
その後の行政機関の手続に繋がらなければ
実効性がないのではないか。

【検討事項】→（別紙参照）

○ 客観的指標に課題があり不適格の判定が出た
法科大学院について，現行の設置基準等の規定
により法令違反となる場合があるのか。

○ 例えば，司法試験の合格状況など成果が上が
らない法科大学院には，どの規定が適用されるか。
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（専門職学位課程）

第二条 専門職学位課程は，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を
培うことを目的とする。

第十八条 第二条第一項の専門職学位課程のうち専ら法曹養成のための教育を行うことを目的とするものを
置く専門職大学院は、当該課程に関し、法科大学院とする。

法的措置の手続の流れ

・ 司法試験合格
率が全国平均の
半分未満

・ 入学定員の充
足率が５０％未満

・ 入学者数が１０
名未満

・ 入学者選抜に
おける競争倍率が
２倍未満

大学院設置基準

第十条 ３ 大学院は、教育研究にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するものとする。

第十九条 法科大学院は、入学者の選抜に当たっては、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様な知識又は経験を有する者を入学
させるよう努めるものとする。

※告示において，非法学部，社会人出身者の割合を３割以上となるよう努める旨規定。

第二十条 法科大学院は、入学者の選抜に当たっては、入学者の適性を適確かつ客観的に評価するものとする。

（教育課程）

第六条 専門職大学院は、その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教育課程を編
成するものとする。

※告示において，法律基本科目，法律実務基礎科目，基礎法学・隣接科目，展開先端科目の開設等について規定

（授業を行う学生数）

第七条 専門職大学院が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、設備その他の教育上の諸条件を考
慮して、教育効果を十分にあげられるような適当な人数とするものとする。

※告示において，同時に授業を行う学生数を少人数とすること，法律基本科目の授業科目については５０人を標準とすることを規定。

（授業の方法等）

第八条 専門職大学院においては、その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう専攻分野に応じ事例研究、現地調査又は双方向若し
くは多方向に行われる討論若しくは質疑応答その他の適切な方法により授業を行うなど適切に配慮しなければならない。

第十条 専門職大学院は、学生に対して、授業の方法及び内容、一年間の授業の計画をあらかじめ明示するものとする。

２ 専門職大学院は、学修の成果に係る評価及び修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準
をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとする。

（法科大学院の課程の修了要件）

第二十三条 法科大学院の課程の修了の要件は、第十五条の規定にかかわらず、法科大学院に三年（三年を超える標準修業年限を定
める研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在学し、九十三単位以上を修得することとする。

違反が想定される設置基準等の条文例
※以下は，特記がない限りは，専門職大学院設置基準の条文

想定される問題状況端緒となる客観的状況

・ 入学者の質の
保証が図られてい
ないのではないか。

・ 入学定員の適
正な管理がなさ
れていないので
はないか。

・ 教育の成果が
出ていないので
はないか。

・ 教育活動の実
施状況が適切で
はないのではな
いか。

・ 教員の質の保
証が図られていな
いのではないか。

改善勧告

変更命令

司法試験の受験

資格喪失

組織の廃止
命令

他の組織への改
組転換 等

取り得る法的措置

○ 直ちに是正を促し，

それでも改善が図られ

ない場合，段階的に法

的措置（学校教育法第

一五条）
法務大臣は必要
な措置を要求で
きる。（連携法第
六条第三項）

認証評価（ピアレビュー）による不適格の判定
（評価基準は設置基準に適合することとなっている。評価に関する細目省令第１条）

文科省による教育状況の調査

＋審議会等による専門的判断が必要か？

必要な手続

法令違反の場合

※大学設置・学校法人
審議会の諮問が必要。
（学校教育法第95条）

（判断要素の例）
・法令違反状態の程度，
・夜間開講・地域の適正配置など
政策的事情

・改善の見通し
・法曹養成全体との関係 など

（教員組織）

第四条 専門職大学院には、研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員を置くものとする。

※告示において，必要最低数は１２人である旨規定。

第五条 専門職大学院には、前条に規定する教員のうち次の各号のいずれかに該当し、かつ、その担当する専門分野に関し高度の教育
上の指導能力があると認められる専任教員を、専攻ごとに、文部科学大臣が別に定める数置くものとする。

一 専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者

二 専攻分野について、高度の技術・技能を有する者

三 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者

２ 前項に規定する専任教員は、教育上支障を生じない場合には、一個の専攻に限り、博士課程（前期及び後期の課程に区分する博士
課程における前期の課程を除く。）を担当する教員のうち同項の資格を有する者（大学院設置基準 （昭和四十九年文部省令第二十八号）
第八条第三項及び第九条第二項の規定の適用を受けるものを除く。）がこれを兼ねることができる。

３ 第一項に規定する専任教員のうちには、文部科学大臣が別に定めるところにより、専攻分野における実務の経験を有し、かつ、高度
の実務の能力を有する者を含むものとする。※告示において「おおむね２割」と規定。
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